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しか しながら,同社はその後 も三井物産 ・三井銀行および東洋棉花などとの
事業的な関連を維持 しつつ も,しだいに経営の自立性を高めはじめた。すなわ
ち,1930年代になるとすでに三井財閥との.人的 ・物的 ・資本的依存関係を急速
に低下させ,い わゆる 「鐘紡 グループ」 として姿を現すことになった。つまり,
30年代に入るや紡績部門から総合繊維部門への多角的展開およびそれを垂直的





と も呼 ばれたのであ る。 さらに,鐘 紡 グルー プは,戦 時統 制期 に入 るや,「不
要不急」産業の経営体 と位置づ けられた鐘紡 本体 か ら 「時局」事業部門 を分離
独立 させ,1938年に鐘淵実業 を設立す るとい う,急 激 な組織的 な転換 を図 るこ
とにな った。
これ まで301'代紡績企業 に関す る研 究は,東 洋紡績 の多角化 とグルー プ展開
を実証 した企業史研 究Uと,複 数の大手綿 紡績企業を取 り上げ戦前 日本綿紡績
企 業の国際競争力の源泉 を検討 した産業 史か らの研究2〕があ る。両研究の論 旨
は,同 時期 の綿紡績企業 の積極的 な多 角化の進展 を認 めなが らも,垂 直的な統
合 につ いては一定 の限界 を指摘 してい る。つ ま り 「紡績企業 三垂直的統合の不
十分説」 とい う通説 を支 える議 論であ る。
.そ こで本稿で は,戦 前 日本の 「企業 グルー プ」形成 史研.究の一環 としで},
これまで 三井財 閥の傍系企 業 として位置づ け られ,戦 前 目.本の大手紡績企業で
あ った鐘紡 を 「新 興コンツェル ン」(新 興の.企業 グルー プ)の ユつ として捉 え
直 し,日 中戦争 を契機 と して本格化す る統制経済下 における鐘紡 グルー プの対
応 めあ り方 と事業構造お よび組織機構 の展開過程 を.具体的 に考察す る。その際
に,「紡績産業」≡「垂直的統合不十分説」=「東洋紡績型」を検討 し,「垂直的統
合の度 合い」が統制経済下で紡績企 業にいか なる対応 のあ り方 を迫 ったのかを
明 らか にす る。
今 日,戦 時下 に形成 され出 した とい う政府 と企業 の関係あ るいは.企業のあ り
























いは 「40年体制論」が1つ の ブー ム となっている`}。しか し本稿で は,こ うし
た方向へ と議論 を先走 りさせ る前 に,戦 時経 済の実態 をよ り正確 に把握 す るた
めの一層 の努力 の積み重ねが必要であ ると考える。本稿で は,こ うした議論 と
は一定 の距離 を置 きなが ら,戦 時期企業 グループのあ り方 をめ ぐる具体 的な事
実解明 に重点 を置 くこととしたい。
II資金調達と戦時統制の開始
1930年代 に入 っての鐘紡の繊維事業の多角化 ・総合化 は,目 印通商摩擦 と独
自の経営政 策(綿 業 立国論)に もとづ き積極 的に進め られた。その事業展開の
特徴 は,繊 維原料の輸入代 替化 に もとつ く本業関連の多角化 と,そ れを支える
垂直的 な事業展開であ った。 また,そ れ は武藤理化学研究所を中心 とす る研究
開発部 門の設立 と,満 州 ・朝鮮 な ど植民地への急激な進出を ともなって進 めら
れたのであ る㌔
鐘 紡 は,1930年津 田信吾社 長の就任以 降,「積 極的経 営」 を推 し進 めた こと
.で知 られ てい る。1931年か ら37年までの同社 の設 備拡張 および投資 は ユ億4600
万 円に も達 し,そ の大半は,綿 紡 ・加.1:・生 糸 ・絹糸 ・絹布の拡張,お よび更
生絹糸 ・毛織 ・人絹 ・スフな ξへの多角化,さ らに繊維原料 に関連 する垂直的
な事業展開に向け られた。 こうした同社 の30年代の経営内容について,31年下
期 と37年下期 とを比較 してみる と,固 定資産 は5600万円か ら1億6100万円へ と
その間2.8倍の増加 をみせたのである 〔表1〕。 また,投 資 勘定(有 価証券+子
会社貸付 勘定)に つ いてみ る と,31年の3800万円 か ら詐年 の52⑪O万円へ と約
1400万円の増加で あ り,そ の大部分 は,子 会社設立 および資本参加 にともな う
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〔衷2〕 鐘 紡 グル ー プの 生産 設 備 の比 較(1930年及 び1937年〉
生産 設備 単位 1930年L期 1937年下期 比 較増 減
綿 紡 機 錘 634,124 1,125,940 491,816
絹 紬 紡 機 台 86,714 125,270 38,558
撚 糸 機 台 150,020 257,028 107,008
綿 布 織 機 台 8,727 12,832 4,105
絹 布 織 機 台 1,606 3,256 1,650.
毛 織 機 台
一
31 31
人 組 織 機 台




















綿紡機換算錘数, 1,374,000 21764,200 1,390,200
〔.出所}『 繊維年鑑」.,『株式年鑑』,r鐘紡百年史」か ら作成。
て も,綿 紡機換算で30年137万錘か ら37年276万錘へ と倍増 していた5}〔表2〕。
この間の使用総資本 をみ ると,1931年下期 の1億3000万円か ら37年下期 の3
億2000万円 とな り,1億9000万円増加 している。増加 した資本構成の内容 は,
以下 の よ うにな る。 まず,株 主 資金 で あ る払 込 株金 は37年下期 に全額 払込
(6000万円)に な り31年に比べ3200万円(16%)の 増加,社 債は37年4500万円
にな り2500万円(13%)の 増加,借 入金 ・支払手形 は37年9800万円にな り9400
万 円(5⑪%)の 増加,社 内保留 は37年に7700万円にな り1900万円(10%〉 の増
加,支 払勘定 は37年:1400万円にな り1100万円(6%)の 増加,そ の他 の負債 は
37年に1200万円 にな り300万円(2箔)の 増 加であ った。 このよ うに使 用総資
本 の増加分の うち,31年に比べ71%に相当す る1億3000万円が外部資金 によっ
て賄 われて きた ことがわか る。
6>紡 機換算 基準 は.絹 紬紡機1錘 二綿糸精紡機25錘,綿・絹撚糸機3錘=同1錘 ,綿 布織R1台
=同15錘,絹 布 ・毛織機1台=同45錘,人 絹織 機1台=ml(錘,繰 糸器1釜=同18錘,鐘 紡大立
繰機1台=同80錘,加 工 月産1.て.反=同33錘。
112(112)...第159巻 第1・2号
鐘紡は こうした設備拡張 ・投資資金 をいか にして調達 して きたのであ ろうか。
それ を検.訂してみる と,鐘 紡 の財務戦略の特徴 として 「資金調達 三分主義」が
浮か び ヒが って くる。すなわち,同 社 は設備投資資金の調 達に際 して,社 債,
払込資本 お よび社 内保 留 の3つ に分 け資金 を調達 してきた7}。た とえぼ,3000
万円 の資金が必要だ とすれば,社 債 ・払込資本 ・社内留保 に1000万円ずつ分 け
て調達 して きた.換.冒すれぽ,1000万円の払込 を徴収す るのは1000万円の社 内
留保がで きた時であ り,同 時に1⑪00万円の社債 を発行す る,と い う方法 であ っ
た。 また,こ の ように膨大な設備投資資金 の大部分 を借金(社 債 ・借入金 ・支
払手形)に よって賄 ったか らこそ25%とい う高い配当も可能であ った と言える。
す なわ ち,払 込金 に対 して25%の配当を行 うのに対 して,借 金 には5踏 の利 子
を負 う。 したが って,1億4600万円の投 下資金(設 備 拡張 ・投資増 加 額)を
1400万の益金負担(約9.4%の 資金調達の 負担比率)で 応 じるこ とがで きたの
であ った。.さらに鐘紡 は,6000万円の公 称資 本金の中で未払込資本金2100万円
を37年1月 と9月 にか けて徴収 した。また資金調達 の 「三分 主義」 にもとづい
て,37年4月 に社 債10⑪O万円.(年利率4.1%,ユ949年償還満期)お よび38年2
月 に も社債1000万円(年 利率4.3%,1948年償 還満期)を 三井 ・三 菱両銀行の..
引 き受 けで発行 し,6000万円の払込金 に対 してほぼ同額の5500万円の社債発行
高 を持つ ことにな った8,。この ように鐘紡 の財務戦略 の特徴 は,商 法200条「社
債総額 は払い込みた る株金額 を超ゆ ることを得ず」 とい う規定の中で,社 債発
行額 を払込資本金額にまで近づ け,残 余 は社内留保の蓄積で広 げてい くと野 う
もので あった。
こうした資金調達の内容 を 「営業報告書」 の借入金項 目か ら確認 してみよ う。
借 入金4000万円のうち3000万円は,36年2月 に三井,三 菱両銀行か ら借 入 した
もので あった。 その返済条件 は 「2ケ年以 内適 当の時期 に未払込株金2000万円

























保=外 部借入とい う従来の 「三分主義」の限界に突 き当 り,また三井,三菱銀.
行からの短期借入金の返済時期に直面することになった。
しか も,同社は葦バルブ事業を始めとす る新規事業 もまだ.未完成段階にあっ






充資金の調達」 と 「借入金整理」 とい う2つの面から,こ こに公称資本金の枠
9)『 ダ イヤ モ ン ド』1936年2月11日,71頁 。
10)志 村 嘉 一 田 本 資 本市 場 分 析 」 東 京 大 学 出版 会 ,197】年,15頂 。





れ,紡績事業は 「不要不急産業」,つま り 「丙種」に分類されたのである。
臨時資金調整法とは,37年7月の日中全面戦争を契機として 「輸出入品等臨
時措置法」と並んで制定された統制立法であ り,設備資金の貸付,株 式 ・社債
の発行,会 社新設 ・増資をすべて政府の許認可事項 とするものであっだ%そ
の内容には事業資金の統制に関する規定,増 資および社債.発行に関する特例規
定,興 業債券の発行増加に関する規定,貯 蓄債券発行に関する規定,な どが含
まれているが,中 でも重要なのは第1の事業資金に関するものであった。
事業資金統制は,2つ の面か ら行われた。第1は,金 融機関および証券業者
に対する統制であ り,第2は 事業会社に対す る統制であった。すなわち,「命
令で決める会社」は設立 ・資本増加 ・合併 ・目的変頁について政府の許可を,
また第2回 目以降の株金払込や事業設備の新設 ・拡張 ・改良についても政府の
認可を要する(第4条)。 そしてこの 「命令で決める会社」の範囲とは,施行
令第4条 ～第6条 で資本金50万円以上のもの と定められたのである。
一方,37年9月21日の臨時資金調整法委員会で,同法による事業の許認可の
原則基準が定め られた。その基準は,「軍需との関係」「国際収支改善との関







12)通 商 産 業 省 『商 工政 策 史第11巻 ・産 業 統 制 』 商 工 政 策 史刊 行 会,1964年,161…168頁。

















新 設 増 資 計 社 債 合 計.
a.非軍需 事 業
F
運 輸 業 37,62020,020.57164050,000107,640.5.2 13,330△50 ,800△37 ,470 33,000△4 ,470
電 気 瓦 斯 業 50,000 0 50,000 0 50,0002.4 46,750△28 ,600 18,150△31,685△13 ,535
繊 維 工 業 1,904 7300 9,24010,000 19,2040.9 △49,890△33 ,395△84 ,285△500 △84,685
其 他.の工 業 21,39019,62041,01031000 44,010 2.1 △71,660△29,189△100,849 3,000△97 1849
食料品及び水産業 32,622 1,00033,622 o 33,622 1.6 211522△331660△12 ,133 o△12,132
一 ..




b,軍 需 工 業
一
鉱 業 501010378,220428,23015,000443,2302L8 △114,430 363,25⑪2501820△5 ,000 245,820
機 械 工 業 532,245182,850236,09557,000293,09314.4△20 1049△210 △20,259 57,00057,000
造船及び船梁業 800 5,500 6,300 0 6,300 0.3 △2 ,200
1
△14 ,500△ 上6,700 0△16 ,700
金 属 工 業 33,185273,619306,804 0 306,80415.1△6,435 113,029106,594 0 106,597
化 学 工 業 341,480152,00049ヨ,48032,000525,48025.8 226,530△1 5,850 120,86017,000137,670一.























〔表4〕 臨 時 資 金 調 整 法 第4条 ・8条 に 基づ く申請 事 項 中,
不 認 目」.・不 許 可 とせ る金 額 及 び 件 数(単 位:千 円)






資 本 増 加 1,000(1)28,511⑳ 168、939(1D 28,800(40)2271250(.172)
会 社 設 立 16,000(2)13,⑪DO(6) 46,550(8)15,75D(10>9 ,500(56)
会 社 合 併 11,750〔6) 64,3卯(21)121805.(6).88,950(33)
社 債 募 集一





(注)37年 は9月27目 か ら年 末 まで の合 計,く.は 件数 。
(出所)rエ コ ノ ミス ト]1910年5月27日,35ペ ー ジ。.・
対 して比較 的に寛大 な処置を とるな ど,必 ず しも所期 の効果 を上 げなか った。.
しか し,内 外情勢の推移 につれて法内容その もの も強化 され るにいた り,38年
8月15日,調整法施行令 を改正 して貸付または有価証券 の応募等 の要許可限度
を10万円か ら5万 円に,ま た会社の新設等の要許可限度を50万円か ら20万円に,
それ ぞれ引 き下げた。事業資金 調整標 準 に も再 改正が加 え られ,こ の改 正 に
よって,き わめて広範 囲にわ たる会社が政府の統制下に置かれう ことになった
のであ る。
表3は,1938年.卜期 の産業別計画資本を分類 した ものである。主要な軍需産
業 に配分 された計 画資本 は15億7000万円に も上 り,前 年同期 よ り5億1000万円
の増加 を示 していた。さ らに同計画資本総額の中 に占め る産業別割合をみると,
化学工業 ・鉱業 ・金 属工業 ・機械器具工業部門が77,4%を占めている。反面,
非軍需産業の計 画資本は,総 計画資本 の12.2%と極度 に抑制され,前 年同期 に
比べ て も2億1200万円の減少を示 した。そ の中で も繊維産業は1900万円で,総.
計 画資 本のわ ずか0.9%にす ぎず,前 年 同期 と比べ ると8400万円 もの減少 と
な ってい た。 さらに,.臨時資金審査委 員会 に企業側か ら申請 された事項の中で








9月か ら40年3.月までに不認可 および不許可 とされた金額は5億2300万円,件
数で は619件に上が ったのであ る。
以上の ように強力に進め られ た経済統制,す なわち臨時資金調整法 によって,
すでに他の資金調達のルー トが封鎖 され,事 業資金調達 と借 入金返済 のため に
3倍増資 を切望 していた鐘紡 は,こ こに 「不要不急産業」 とい う烙印 を押 され,
















1株に対 し新2株 を割 り当てるというものであった。 ところが鐘紡の増資案に
対 して大蔵省は,同年5月30日に以下のような理由を挙げ,許可の難しさを明
らかにした。つまり 「第1に は,仮令増資の一理由が北支への進出にあるとし
14}鐘 紡 株 式 会 社 『鐘 紡 白年.史11999年,336頁。
















鐘紡の未経験事業への進出をその 】凄 な理由として,この3倍 増資案に反対 し
たのであった。ただ し,借大金返済を前提 とする2倍増資は許すということで,
臨時資金調整法の第2条,つ ま り 「不要不急産業」への資金固定化を最小化す
る2倍増資は容認する姿勢を示した。そこで鐘紡は,.38年6月,新たな増資案
を発表 した。その内容は以 ドのようなものであった。「第1に は,7月 株主総
会に増資案を附議する予定にて6月25日2倍増資案を当局に対し正式許可の申
請を為 した。第2に は,増資新株はユ0月1日現在株主に対 し旧1株対増資新株
1株の割合を以て割 り当てる。第3に は,葦 パルプとその他現在鐘紡が経営し
又は将来経営せんとする紡織加工以外の新事業は,これを別会社として創設す





定 とす る」1"とい うものであ った。
このような鐘紡の2倍 増資案 と鐘淵実業 似 下,鐘 実)新 設案 に対 して,結
局,大 蔵省 は増資株 の払込金 を借入金返済 に充当す ることを条件 として,同 年
6月26H鐘紡の増資 と同年8月1日 鐘実の新設を許 可す るこ とにな った。 こう
した鐘紡 の増資 問題 について津田信吾 はの ちに次 の ように語 っていた。「現 代
の事業家は準禁 治産者 のや うなもので,鐘 紡 の増資 について も思 ひ通 りに運ん
だ ものではない。許可の都合上か ら止 むを得ず2.倍となったのであ る。最 も私
の遺憾 とす る ところは増資の 申請書 を出さざる中に反対 されて しまった ことだ。.
従 来は何事で も自由問答で出来 たが,今 後 は仲 々そ うは行かな くなるだ らう。
将来 の増配 について も時の移 り変 りで,簡 単 に行かな くなる と考へ る。鐘紡 は
い くらで もや りた ひ仕事が ある。資金 を必要 と してみ る。資金 を必 要と してみ
ることは事実だが3倍 増資 の実現 を見なかったのは要するに僕 の敗北だ」Lδ,。
さて,そ れでは,そ の増資過程の 曲折の1トか ら誕生することになった新会社.
鐘淵実業 の内容 とは どのよ うな ものであ ったのか。同社 は38年11月25日に資本
金6000万円で設立 された。同時 に1500万円の第1回 払込徴収 を行 った。総発行
株式 の60%に当る72万株は鐘紡株主に対 し鐘紡株10株に付 き6株 で割当て られ
た。 さ らに残 り40%に当 る48万株余の鐘 実株 は鐘紡が所有 した。鐘実の株主 は
総数1万5772名で,そ のIIIで3千株以..Lの株主 は16名(0,1%)で総 発行株式
の5ユ%を占め ることにな った。1万 株 以..ヒの株主 は4名 で,鐘 紡(48万ユ074
株),第 一生命(3万1950株),康徳興 業(2万4600株),.第一徴 兵(1万1760
株)の4社 が総 発行株式 の45%を占めた ので あ る。社長 は津 田信吾(鐘 紡 社
長),常 務 に城戸季吉(鐘 紡常務)と 三宅郷太(鐘 紡常務),取 締役 には中村庸.
(鐘紡取締 役)他8人,.監 査役 に野崎広太(鐘 紡監査役)他2人 が就 任 した。
同社の事 業目的は以下 のようなものであった1%
17)rダ イ.ヤモ ン ドJ1938年7月11日,73頁。.
18)和 田[1出吉 「紡 績 コ ン ツ ェル ン読 本』(日 本 コ ン ツェ ル ン全書)春 秋 社 ,.1938年,風3頁。
19)「 ダ イ ヤモ ン ド」1939年1月1日,2G5頁 。
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「第一,鐘 淵紡績株式会社所属理科学研究所 ノ発見又ハ工夫 ニ ヨル各種:・
繊維工業資料,.化成材料食料其他一般工業用品 ノ製造並販 売ヲスルコ ト。
第二,.化学工業製 品 ノ製造,並 二販売其副産物 ノ利用 二必 要ニナル各種事
業 ヲス ルコ ト。第三,金 属及非金属 ノ採掘,製 錬,加 工並 二副 産物 ノ利用
二必 要ナル各種 ノ事業 ヲス ルコ ト。 第四,機 械 ノ製造並 二販売 ヲスルコ ト。
第五,農 牧畜業 ヲ営 ミ其 ノ生産品,副 産物 ノ加工並 二販売 ヲスルコ ト。第.・
六,前 記各項 ノ事業 二要ス ル各種原料,材 料 ノ生産,取 得,利 用並 二販売.
ヲスル コ ト。第.七,前記各項 ノ事業 ト同種又 ハ之 二関連.スル事業並二鐘淵
紡績株式会社及其傍系会社 ノ事 業二投資 スルコ ト」。
さ らに,第1回 払込金1500万円を以て鐘実 が鐘淵紡績か ら肩代 りす ることと
な った事業 および関係会社株式は,当 初 の 「鐘淵実業設立認可 申請書」によ っ
て以下 の よ うな もので あ った こ とがわ か る3。〕 す なわ ち,新 義州工場 買収 費
(当時 における工場 設備費)200万円,康 徳 葦パ ルプの株式10万株250万円,全
南鉱業 の株式2万 株25万円,樺 太採炭 業の株式12万株125万円,康 徳鉱業 の株
式2万 株50万円,神 島化学工業 の株式1万2千 株30万円,神 島人造肥料 の株式











20)前 掲F鐘 紡 百 年 史」342～346頁。





設立 とい う変則的な方法を通じて,戦時統制の制約を乗 り越えたのであった。
一方,別会社鐘実の実体は,臨 時資金調整法に抵触 しないように鐘紡の非繊維
事業部門を 「スピン・オフ」した形態をとっていた。それら事業部門のほとん























事業所名 所在地域 事業開始期 業 種
霊 異 島鉱 業 所 朝 鮮 ・京 畿 道 1940年6月 金 ・銀採掘
三 和 鉱 業 所 朝 鮮 ・江 原 道 1939年3月 金 ・銀採掘
裏 陽 鉱 業 所 朝 鮮 ・江 原 道= ユ939年8月 磁鉄鉱採掘
フェル ト製造工場 東 京 ・静 岡 1939年5月 フ ィル ト製造
新義州パルプ工場 朝鮮 ・平安北道 :1939年1月 人絹用還iバルブ製造
b.鐘 紡 の 子 会 社 ・関係 会社 一 覧
公 称 払込 配当 株式 持株 持株
会 社 名 設立年度 資本金 資本 率 総数 総数 率 事 業 内 容
(千円) (千円) (%}(子株)(干珠}(%)
上海製造絹糸3 1920年8月15,000]5,0000ト 300 300100各種繊維製造・販売・投資活動





鐘淵サー ビス 1932年ユ明 500 500
一
一 80各種製品販売
南 米 拓 殖 1928年8月10,0003,5DOo 200: 45 23 移民拓殖・投資活動・米・綿花栽培
東 邦 パ ル プ 1937年7月30,00071500 6 60⑪ 呂24 37人絹 ・製紙用 のバルブ製造
東 亜 人 繊 193碑6月 1 5,DOO11,2507 30⑪ 44 2 スフ製造 ・紡織
東洋毛皮革 1937年8月 2,WO 一 一 一 毛皮革
毛 織 工 業 1936年3月12,26012,260二 一 一 　 紡毛 ・毛織
極 洋 捕 鯨 1937年9月20,0005,0006 40G 10025!捕鯨業・水産物加工販売・採油
昭 和 蚕 種 1931年12月
..
「. 一 一 蚕種製造
康 徳 染 色 1936年6月 500 500　 一 ユ00;綿糸布染色加工
..
小 計 105,76056,010 1,820733
康 徳 鉱 業寧 1936年1明 5002,150一 一 10 100採炭 ・マグネサイ ト・鉛蛍石
全 南 鉱 業* 1934年8月 500 250 8 10 ユo 100採炭
樺 太 採 炭木 19即年6月 .5,0001,25⑪一 ユo 100100採炭
康徳葦 パルプ零 1936年1朗 5,0002,5006 100 50100人絹用の葦パルプ製造
鐘 淵 曹 轡 1938年5月10,0005,00σ 4 50 200100苛性曹達製造
神 島 化 学審1936年2月 1,000500:8 200 12 60硫酸・工業用の加理製造
神 島 人 勝 1936年6月 1,000工,ODO12 20 10 50合成肥料 ・硫酸製造販売
日本合成化学掌1938年3月 2,2502,250.8 200 10050醋酸人絹 ・カーバ イト製造販売
尼 崎 製 鋤 1937年9月 5,0005,000 790 39050 製鉄 ・鋼材 ・骸炭 ・瓦斯製造
小 計 30,25018,000 1,380882
総計:20社 136,01074,010 3,200;1,615.









業 は39年7月時点で操業 開始直後 にす ぎなか った。つま り,鐘 実 の直営部門の
中心は産金事業 な どの鉱 山業であ った。鐘紡が鐘 実に鉱山業 を移管 させた背景.
には,30年代後半以降 の産業構造の急激な転換 と統制経 済があ り,.それ らに対
応 しようとした鐘紡 の戦略的 な意思が込め られていた もの と考 えられ る。
ここで,!938年前後の植 民地 を含む鉱 山業の全般的 な動向 をみ てお こう飽,。
つ ま り,当 時 「支那事変 ヲ契機 トスル軍需品工業及之 ヲ中心 ト.スル各種産業 ノ
股盛二伴.ヒ鑛産物 ノ需要著 シク増加スルニ至 リタル為政府 ハ鑛物資源 ノ開発二
諸般 ノ対策 ヲ講」 じていた。 た とえば,「各種 ノ奨励 制度 ヲ拡充 スル ト共二産
金法,重 要鑛物増産法,石 油資源開発法等 ノ運用 二依 リ鋭意増産実現 二努 ムル
所 アリ」,そ のため 「新 規事業着手,事 業再 開及拡 張鑛 山等極 メテ多数 二上 リ
タル」 とい うものであ った。その中で も産金事業 の活 況は,31年12月の金輸出
再禁止以 降の 日本銀行の金保有増大政策による もので あった。つ ま り,口 才銀
行 は,通 貨安定 と対外決済手段 と しての金保 有量 を高 めるため産金買上政策を
打 ち出 し,産 金増 産を誘導 して きたのであ る23)。さ らに,36年以 後の生産力拡
充計 画 に ともな う膨 大な軍需物資 の輸 入 に よる在外正 貨の枯渇 もまた,産 金
増 大 を緊急 課題 とさせ る ことを促 した2㌔ こうした背 景か ら1937年8月に産
金法 が公布 され,同 法は,第1に 金 の強制 的な売却 を,第2に 金製錬 業者 の
免 許制 を,第3に 含金 鉱産物生産促 進 を掲 げてい た。 産金の増加方 策 と して
は,金 製錬業 者 に対 する設備拡張 と改良命令,金 鉱業 者に対す る設備 新設,
拡張,改 良命令,金 鉱業 者お よび金製錬業者 に対 す る奨励金の交付,な どで
あ った。
当時の 日本国内 にお ける金を含む鉱山業 の動向 をみ ると,38年の鉱業 出願件
数 は試掘2万6870件,採 掘421件,砂鉱採取1425件,合計2万8716件が商工省






主 に金銀鉱出願 の増加 による もので あっだ5)。つ ま.り鉱山業の活況 は金銀鉱業
の盛況 によるものであ った とい うこ とがで きる。 さらに,朝 鮮 における鉱 山業
の動 向 も見てお けば2帥,「最近 二於 ケル軍需..「業 ヲ中心 トスル産 業界 ノ股盛 二
伴 ヒ数年来飛躍的発展 ヲ続 ケ タル朝鮮鐘業.界ハ昨年支那事変 ノ勃.発ヲ契機 トシ
テ未曾有 ノ活況 ヲ呈スルニ至 レリ,就 中金鑛業 二就 テハ戦時体制 下二於 ケル輸
人力 ヲ増強 シ,且 正貨準備 ヲ鞏 固ナ ラシメ ンが為昨年内地 二相呼 応 シテ樹立サ
レタル産金五 ケ年計画 ノ第二年 日二當 リ昨年9月 制定 セラ レタル朝鮮 産金 令 ノ
運営,.各種奨励金 ノ交付,其 他 ノ助 長施設 二刺戟 セラ レ鑛業設備.ノ整備拡 充 ヲ
企図ス ルモ ノ続出 シ又 睡眠鑛 山 ノ新規着手 セ ラルモ ノモ多 ク」 とい う状況で
あった。 あるいは 「ユ937年9月の く朝鮮 産金令〉 とそれ による産金奨励 政策は
朝鮮 に鉱業 ブームを引 き起 こし……38年6月 か ら42年末 にか けて,殖 銀の鉱業
貸出は,実 に11.7倍に膨張 し」.幼てい た。 こう した朝鮮鉱業の未曾有 の活況 を
鉱業 出願件数か らみ ると,1930年は1392件で あ った ものが,32年の 日本銀行の
産金買人政策以来,出 願数 が急 激 に増 え続 け,1936年1万153件とな り,こ の
時点で投 機的な出願 はほぼ 一段落 した。 しか し,37年9月 に 「朝鮮産金令」が
公布されるや,再 び38年には.1万572ユ件 もの出願 がなされ た。 その うち38年の
産金 出願件 数 は,.金銀鉱1万2754件お よび砂 金347件で あ り,総 出願件数 の
83%を占めていた謝。
このよ う.に1930年代 中葉 の産金増大政策の中心は植 民地朝鮮 におかれ ていた
ともいえ.る。鐘紡 もまた,1937$8月の産金法の公布 以降,朝 鮮 における 「鉱
山 ブーム」 に参加 して産金 お よび鉱 山事 業に乗 り出 した ので ある。「事 変が進
んで,輸 入物資がふえ,金 の必 要が叫ばれ ると,朝 鮮の三和鉱 山 とか藍興 島を
買収 して金 を掘 ろ うとした」四,。また埋 蔵量30万トンの嚢陽鉱 山を30万円で買
25)前掲 『昭和13年本邦鉱業ノ趨勢J1頁。
26)前掲 『昭和13年本邦鉱業ノ趨勢」の付録,(朝鮮,台湾及樺太二於ケル鉱業)1頁。





収 して採鉱事業にも乗 り出 したのである。
そこで,鐘紡はどうしてこのような鉱山事業などの直営事業部門を鐘実へ移
管させたのか,そ の背景を検討 してみよう。一般に事業会社へ投資する会社の






を閉ざしたのであ り,そうした中で矛盾を露呈 しはじめたのが 「持株会社」と
いう企業形態であった。子会社に対する支配統制を目的とする持株会社は,一
方で常に子会社の資金需要に応じらなければならない。とはいえ,銀行からの
借入,あ るいは増資 ・新設 ・合併 ・社債.発行などが統制下に置かれたため,持






30)戦前 口才における担保付社債発行の拡大は,1930年昭和恐慌 を契機 と して無担保の償還不能社
債の問題で 「社債静化運動=が はじま り,また担保付社債信託 法(190541制定,が エ933年5月に
改正されて,33年起債 ブー ムが起 こり,企 業の社債発行 による資金調達 は,従 来の無担保か ら担
保付社債 発行 に急速 に替わ ることになった。担保付社債は,担 保 付社 債信託法 に定 める物L担 保
のついた社債 で,こ れ には特定担保付社債(会 社 の特定財 産の担保=財 団抵当)と 企業担保付社
債 〔特定 の事業 単位 に属す る各種財莚を一括 して1個 の物 とみなす抵 当権=物 権抵当)が あ る.
担保付社債発行 は,も ともと債権者の権利保護を前提 とする もので,担 保物件が少 ない会社,あ
るいは既 に同 一順の担保権がついた社債発 行を した場合,企 業側の甕金調達の道を制限する こと
を意味 する。 また,担 保付.社債発行は,社 債発行の受託機関との関係(引 受 け ・保有 ・売出 し)
を強めることとな り,と きには,企 業経営 に関.与.し,また支配関係 にまで及ぶ ことがある。志 村
嘉.・r日本資本市場分析」 東.京大学出版会,1969年,279-334頁。
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り30年代前半 の企業 グルー プ形成が証券市場 の活況釦 を背景 と して きたのに対
して,37年以降になる と諸統制立法 によって当時 の経済状況 に対応す る企業形
態 として 「事業持株 会社 遍企 業 グルー プ化」が急速 に進む ことになったのであ
る。
鐘実が直営事業部 門を持つ ことになったの も,こ のよ うな臨時資金調整法 と
い う経済統制下におけるよ り現実的 な企 業形態 の選択 の結果であ った と言 える。
つ ま り 「新会社 の事業 は,何 れ も国策 に添ひ,資 金 調整 の上位 にある ものか ら,
順 を追ふ て着 手 した」謝 ので あった。 し#が って,鐘 実が産金部 門を中心 とす
る鉱 山部 門 を持つ ことになつ.たの は,経 営 多角化 の一 環 として朝鮮 にお ける
「鉱 山ブー ム」に便乗す るためで もあ ったが,主 には,臨 時資金調整法の 「甲
イ」 に分類 さ.れた事業部 門を積極的 に取 り込 もうとしたか らに他 な らない。そ
れ は,そ の ことに よって事業資金調達 を円滑化 しようとす る戦略 的な意思決定
で もあった。
次 に,鐘 紡か ら鐘実へ移管 され た事業会社 を検 討 してみ よう。 ユ939年7月時
点で鐘紡 グルー プは合計20社か らなっていた。その内,繊 維 関係 の7社 が鐘実
設立 とともに鐘紡か ら移管され た。 また,39年に日本合成化学 と尼崎 製鉄 の2
社 が新 しく加 えられ,合 計9社 が鐘実 の事業会社 となってい る 〔表5〕。その
うち,鐘 実の.1.00%子会社 は康徳 鉱業 ・全南鉱業 ・樺 太採 炭 ・康徳葦パ ルプ ・
鐘淵曹達 の5社 であ り,ま た,50%以.Lの子会社 は,神 島化学 ・神 島人肥 ・日.
本合成化学 ・尼崎製鉄の4社 で あ った。鐘実 は,鐘 紡の子会社 ・関係 会社総発
行株式 の64%に当 る約88万株,払 込資本金 の77%に当 る約1400万円 を肩代わ り













満州の葦か ら人絹 ・製紙用パ ルプを製造 す るのが 日的で,37年L2月に満州の営
i工場 が操業 開始 した。 その生産能力は年産約2万 トンであ った鋤。
② 鐘 淵曹達株式会社
1938年5月,熊本電気株 式会社 との共 同出資で資本金1000万円で設立。バル
ブ人絹,ス フ製造用の苛性 ソー ダおよび塩素薬品製造が主な 目的であるが,39
年9月 熊本県三角工場 の設立 を契機 として硫安,過 燐酸石灰および尼崎 製鉄所
向 け耐火煉瓦用の金属 マ グネ シウムの生産 に も乗 り出 した。同社 は,鐘 紡本体
が36年初頃人絹 事業へ の多角化過程で ソーダ自給化を 目指 として高砂人絹工場
内で 日産10トンの電解 ソー ダ製造 を始めたのがその設立の背景 となった詞:。
(3)康徳 鉱業株式会社
1936年ユ0月,資本-50万円で設立。満州での黒鉛,石 炭 およびマ グネサ イ ト
の採掘 を 口的 とし,操 業開始は38年9月,当 時月産5千 トンの採掘能力 を持 っ
ていたヨ%
(4)樺太採炭頒業株式会社
1937年に藤 出組か ら石 炭碩 区を買収 し,同.年6月,資 本金500万円で設立と
推定埋蔵量 は強粘結性炭2500万トンともいわれ,最 盛時 には年産50万トンを越
えた。その主要な販売先は尼崎 製鉄所で あった。1941年1月には鐘 実の直営部
門 として吸収合併され,上 塘路 鉱業所 となった麗}。
(5)神島化学工業株式 会社
1936年2月,神島人造 肥料 および鐘紡,藤 田組 の共 同出資で設立。資 本金.






造肥料工場内 に建設され,日 産70トンの硫酸製造 を行 った3%
(6)尼崎製鉄株式会社
1937年9月,資本金500万円で 設立。同社 は,も と尼崎製鋼所 と久保 田鉄鋼
所 の共 同出資 によ り,両 社の所 要銑鉄 の自給 による鉄鋼一貫生産を 目指 して計
画 された会社であ った。す なわ ち,「当初の計画 に於 ては高 炉のみ建設 して骸
炭 は他 よ り購入す る予定であ ったが,幸 ひ石 炭並 びに鉱石 などの資源開発 に力
を入れつつあ る鐘淵実業株式会社 との提携成 るに及び骸炭 をも本格的規模 に拡
充 した押 。鐘紡 は,総 株 式79万株 の.うち39万株を所有す る こと.にな り,残 り
を尼崎製鋼所 と久保田鉄鋼所が分け持つ ことになった。 また,鐘 実の直営部門
で ある朝鮮 の嚢陽鉱山か ら鉄鉱石を,子 会社 である樺太採炭か らコー クス炭 を
供給す るこ とになった。同社は,ユ944年4月,親 会社尼崎製鋼所 を吸収 合併 し,
新 しい尼崎製鉄株式会社 と して生まれ変わる ことになった。
(7)日本 合成化学工業株式会社
1927年3月,日本醋酸 ・近藤製薬 ・広栄 ・伊藤醋酸 の4社 が共 同出資 し,資
本金225万円で設立。鐘紡は39年に開発 した合成繊維 「カネ ビヤ ン」 の事業 化
の過程で原料 ポ リビニールの供給会社 として原料 から製品まで の一貫体系 を確
立す るため,同 社株式 の50%を買収 し子 会社 とした調。 その主 な製 品 は醋 酸
ソー ダ ・無水酪酸 ・醋酸繊維 ・醋酸人絹な どであった。
(8>神島人造肥料株式会社
1917年6月,過燐酸石灰 およびその他肥料 合成品の製造 を目的と して,資 本
金100万円で設立4。〕 しか し前述 の36年2月神 島化学工業 の設立 と同時 に,同
社の総発行株式2万 株 の うち1万 株 を取得 し子会社 と.した。
(9)金歯 鉱業株式 会社
1934年8月,朝鮮 の光州府 に資本金50万円で買収 ・設立。その]的 は,「第
37)r東 洋粋 済 新報 』1938年12月17日,47頁。
38)干 葉 雄 二 編 「尼 鋼 十年 史 」 株 式 会 社 尼 崎 製 鋼 所,1942年,39頁。
39)前 掲,イ.[黒 『大 河一 津 田信 吾伝 一jl65頁 。
40)r東 洋経 済Shwi1939年7月1日,47頁 。
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1に,石 炭其他 の鉱物 の採掘 加..r二並其 副産物 の精製 を為す こと。第2に ,練 炭
の製造 を為す こと」鋤 な どであ った。39年9月 の同社 の朝鮮総督府殖 産局鉱 山
課へ の報告書 によれば,炭 高 は,39年に5万4040トン,39年は9万6725トンで
あった。 もともと同社 は,33年に鐘紡が.光州製糸丁:場を設立 した際に,そ の燃
料供給 のため買収 した会社 であ っだZl。そ の後,光 州製糸1.「場 だ けで はな く,
製糸工場であ る鉄原 ・東大 門工場,紡 績工場である全南 ・京城工場,ま た人絹
工 場であ る平壌工場へ も石炭 を供給 した。つま り鐘紡の朝鮮進 出.r場の燃料供
給 基地 としての役割 を果た して きた といえ る。同社 は1941年6月に鐘実の直営
部 門 として吸収合併 され,和 順鉱業所にな った。
以上,鐘 紡か ら鎧突 に移管された事 業会社の内容 を検討 してきた。それ らは,
鐘紡が30年代 に入 って紡績 メーカーか ら総合繊維 メーカーへ と変身す る,す な
わ ち多角化 ・垂直化を行 う過程 で繊維原料 ・副原料 の輸入代替化 ・自給化 の一
環 として買収 ・合併 あるいは新設 した企業であ った。 また,武 藤 理化学研究所
が生み出 した研 究成果を事業 化 した企業 も含 まれ,総 じて鐘紡本体 と事業 的な
関連性 を もった事業部門であ っだ3)。さら'にこ うした 「日 ・満 ・朝」 にまたが
る鐘紡 グループの事業単位 の立地状況 をみ ると,軽 工業 ・重工業 ・化学工業な
ど多様 な事業 を,36年朝鮮進 出 に際 して鐘紡が打 ち出 した経営方針(「適地 適
業主義」)に沿 って配 置 した もので もあ った叫。適 地適業 主義 とい うのは,労
41)中村資良編 「朝鮮銀行会社 要録」 東亜経 済時報社,1939年,603頁。
42)鐘紡株式会社 『鐘紡製糸40年史』1965年,569頁甲
43)1930年代にお ける鐘紡グ ループの多角化 と武藤理化学研究所 との関係 および植民地朝鮮 におけ
る事業展開の詳細については,今 後 の課題 としたい。
44)鐘淵実業株式 会社 「第1回 定期株 主総会津 田信吾の演説速記録」1939年7月25日。.より詳 しく
は1936年10月朝鮮平壌商工 会議所 での津 田社長の講演 「第19章鐘紡 の朝鮮進出⊥ 朝倉昇[朝 鮮
工業経済読本』朝 倉経済研究所,1937年,327貫.また,「適地適 業主義 の原則」 にもとつ く朝鮮
におけ る産業立地の条件 とは.「第1に,鮮 肉 に資源存 し,R,資 源地企 業が有利 な る巌業.第
2には,鮮 肉に資源存 し,国策 ヒその企業発達を期すべ き産業。 第3に は,水 力発電又 は炭坑開
発上発電力の消 化を要す る為の産業。第4に は.原 料 又は原料供給上必ず しも有利な らざる も,
鮮 肉消費が生産.1場単位 を形成 し,需 要地生産を有利 とす る産業。第5に は,地 理的に又は治安
其他 の関係 に於 て,近 接地域の原料を朝鮮 において消化生産す るを有利 とす る産業.第6に は,
現在 又は将来 に於 て鮮肉の労力吸収を有利 とする産業。第7に は,現 在 又は将来の輸出生産の採
算 上,鮮 肉生産 を有利 とする産業。第8に は,原 料生産奨励上,原 料.地た る朝鮮に於ける企業 ノ
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働集約的.な事業および石炭 ・鉄のように運賃コス トのかかる事業は現地,す な
わち植民地に中心を置 き,反面,比 較的に高熟練を要す る事業や国防上の緊急
な事業,あ るいは良質で豊富な水資源に依存する化学事業は内地に置 く,と
いう経営政策であった。つまり30年代鐘紡の急激な 「多角化」 と 「植民地進






.れを支える繊維原料 ・副原料も含めて考察 してみれば,必ず しもそう言い切れ
ないことが理解されよう。む しろ,そ れら事業の中にはいわゆる 「時局産業」
とした方がより適切 と言えるものも多かったのである4%このことは 「臨時資
金調整法」の事業資金標準分類に照らしてみるとより明確になる。すなわち,
完成品である.繊維 は 「.丙」に分.類されたが,そ の原料 ・副原料 となる苛性曹




＼を得策 とす る産業。第9に は,産 業交通の発達の助 成上,国 家的 見地 に於て鮮内生産を得策 とす.
る産業」であ った.詳 しくは,川 合彰武 「朝 鮮工業 の現段階』東洋経済新報社,ユ943年,を参考。
45)1940年代の鐘紡 グルー プの事業農閑 とグループ内における鐘淵実業の位置付けに関 しては,別
稿 「戦時期 〔鐘紡 グルー プ〕 変容 と 〔鐘淵工業〕 の設 立」 を 『経営史学』に投稿中である.
46)従来の研究で は 「時局産業」をそのまま 「重化学」二業」 として,あ るいは 「重化学 工業=軍 需
産業 」と捉 えることが多か った。 しか し,甲 需の中に も直接軍需 と間接軍需が存在す ること,軍
需品には非重化学工業製品 も含まれるこ と,あ るいは戦争 の激化に ともな う統制政策の変化(40
年代 におけるあ らゆ る産業の軍需化 ・軍需 会社化),などを.考えれば,「時局産業」 とは 「重化学
工 業」あるい は 「重化学 工業雪軍需 産業」 と捉 えるよ りも,さ らに広 く 「軍 需全般 を支える産
業」 と捉 える方が より適切である と考 えられる。詳 し くは,下 谷政弘編.『戦時経 済 と日本/F.7
昭和堂,1990年,3-34頁。 ゴ.
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Vお わ り に
最後に,こ うした鐘実 の実態 を念頭 にお きなが ら,鐘 紡 グルーラ全体につい
て.見てお こう。1939年卜期 の鐘紡の 「営業報告書」 によれば,同 社は38年U月
に2倍 増資 を行い,前 述の ように資 本金は6000万円か ら1億2000万円に増えて
いた。 また2倍 増資分の内4分 の1の 払込増資 を行い,払 込資本金は7500万円
となっていた。 さらに株 主数 も増資前 の1万2439人か ら2万12ユ4人となった。..
株主全体の うち,1万 株以上所有 の大株主 は14人で総発行株式の24%を所有 し
てい たが,そ の中で筆頭株主 は第一生命(7%)で あっだ7コ。 また鐘実の役員
をみ ると,社 長 は津 田信吾,常 務 は城戸季吉,三 宅郷太,取 締役 には名取和作
はじめ5人.監 査役 は野崎広太を は じめ3人 となっていた。 このことは,先 述
のよ うに資本的 な関係だ けでな く人的関係 において も鐘紡 と鐘実 の両社が実質
的に重 な っていた ことを示 していた。
鐘紡 と鐘実 との関係については,鐘 実弟1回 株主総会 にお ける津田信吾社長
の次 の発言 が興味深 い。す なわ ち,「鐘実 は,親 会社鐘 淵紡績 株式会社 の 〈姉
妹会社〉 とな し互いに哺育の責を分つ く別働会社〉 にな りま して,両 社不可分
の関係 に置 くを得策 とす る もので あ ります。従って将来増資 な どの場.合は,相
互 にその増 資株の割 当配分 を行 はん とす る腹案で あ ります」48)。つ ま り,鐘 紡
グループは,役 員 ・資本 ・事業 ・経営組織 な ど経営構造 の諸側面が重複す る鐘
実 を鐘紡本体か ら 「スピン ・オフ」す る ことによ って こそ,「 日 ・満 ・朝」 に
またがる時局産業へ と急速 に踏み込む ことがで きたので ある。換言すれば,鐘
実 とは,時 局産業 を中心 とす る鐘紡 グループの外延的 な拡大の担 い手,つ ま り
「鐘紡 の分 身」 であ り,「鐘 紡の別働 隊」 と して その実態 を位 置づ けることが
で きる。 この ことは,鐘 紡の中に鎧突 を抱 き込む とい う重層 的な1つ の有機的
な組織構造 を作 り出す ことによって,急 変す る戦時経営環境 に柔軟 に対応 しよ
47)社団法人証券 引受 会社協会 『株式会社年鑑』 昭和15年版 ,860頁。
48)鐘淵紡績株式 会社 「1938年7月23日第103回定期株主総会にお ける津田社長 の演説」。
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〔表6〕 鐘 紡 グ ルー プの 事 業 分 布(1939年上 期 〉
繊維部門 非繊維部門
合計区分

































(注)()は 植民地,*は 委託会社 及び工場,「化学 」に麟パル プ,フ ィル ト,肥料,「鉱 山」
には金鉱,採 炭,[其の他」 には販,移 民拓殖を含む。
(出所1日 本紡績研究所 「繊 維年鑑」1938年,『鐘紡百年史」 及び同社 内部資料(「工場 ・事 業場
所在地一覧表」〉か ら作成.
うとした戦時鐘紡 グルー.ブの姿勢を示 していた,と 言 えよう。 こうして,自 ら
の 「分 身」であ る鐘実 を含む鐘紡 グループの全体 ぽ,資 本金1億3000万円,直
営部 門 として77の工場,お よび投 資資金計3500万円の20の子会社 ・関係 会社 を
擁す る巨大 な 「企業 グルー プ」へ と生まれ変わった のである 〔表6〕。
従 来の30年代紡績業史研究 との関連を念頭 にお き,本 稿で得 られた諸点を簡
単に整理 して,む す びと しよう。.まず,鐘 紡 グループでは,30年代前半の多角
的 ・垂直 的な事業展開 による資金調達の限界 が戦時統 制の全面化 を契機 として
顕著 に現 れた。そ こで鐘紡 は,中 核事業持株 会社 たる鐘実 の設 立とい う組織再
編成 をテコ として資 金調達の限界 を突破 しなが ら,「時局事業」へ の進 出に踏
み切 ることとな ったのであ る。 こうした鐘紡 グループの組織行動 は,30年代紡
績企 業の事業展 開における実態把握の問題について再検討 を迫 る もので ある。
す なわち,従 来 の 「東洋紡」型49,を基準 とした 「紡績 業≡垂直 的統合 の不.卜













第2に は,こ うした30年代 「大紡績企業の事業展蘭構造の違いは,戦 時期
(日中戦争期)に おける 「経済統制への対応=時 局事業への進出」のあ り方に





所との統廃合を中心に行われたのであった。その際,と くに注 目すべ き点は,
非繊維事業を子会社が代行する形で分社化し,グループ内の機能分担関係を図
るという形での組織的な展開であったことである'u〕。しか し鐘紡の場合,30年
代の多角化 と垂直的な事業展開は,本体の繊維事業 との垂直的 ・有機的な関連
を持つ事業部門を 「時局事業」に塗 り替える形で進められた。 しか も,中核子
会社鐘実を新設 し,非繊維関連の複数子会社の株式を肩代わ りさせる形で分社
化するという組織的再編成によって戦時統制を乗 り越えようとしたのである。







50>前掲,坂 本 「戦時体制下 の紡績資本」149頁一152頁。
